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１ はじめに

（１）用地取得業務の現状と公社の必要性

沖縄県の産業の振興と県民生活の向上のためには、さらなる社会資本の整備

と持続的発展を支える基盤づくりが必要不可欠であり、公共事業の円滑な推進

は、県経済の安定と発展のためにも重要な課題とされている。公共事業を計画

的に実施するためには、その前提となる公共用地が円滑かつ迅速に取得される

必要があることから、沖縄県においては、用地取得業務の一部を沖縄県土地開

発公社（以下「公社」という。）に委託しているところである。

近年の沖縄県では、観光関連市場の好調、人口の増加及び金利の低下等の影

響を受けた、一部地価の上昇による売控え、共有地の権利関係、都市部におけ

る権利関係の輻輳、農村部における相続整理の複雑化等により、用地取得業務

を取り巻く環境は依然として困難な状況が続いている。

県議会においても、土木建築部の繰越額が大きいことや執行率が低いことに

ついて指摘があり、抜本的な改善が求められている。

用地取得の迅速化には、用地取得業務体制の拡充や、職員の専門性の向上が

不可欠であるが、県職員の定数は、「沖縄県職員定数管理基本方針」（平成25年

度から平成28年度まで）において、部等内におけるスクラップ・アンド・ビル

ドで対応するものとされ、沖縄県では同方針は、今後も引き続き継承されるも

のとしている。また、職員個々の経験と専門性を高めることも、３年ローテー

ションの人事異動により限界があるとされている。

このような中で、公社は、県から受託した用地取得業務を高い執行率で実施

し、県の施策に沿って主要な事業の推進に貢献してきた。その実績と能力から、

公社は県にとって必要不可欠なものとなっており、行政の補完機関として大き

な役割を果たしてきている。

（２）行財政改革プランの位置づけと外部有識者等の意見

ア 平成19年度包括外部監査

平成20年３月の「平成19年度包括外部監査結果報告書」では、①先行取得業

務の必要性の低下、②委託事務費の見直しの実現困難性、③定年退職による人

員減少により、「公社の組織のあり方については、現状のままでいけば、将来

的には解散せざるを得ない状況に至ると考えられる。」との厳しい現状認識が

示された。

しかしその上で、「県民にとって最も効率的かつ効果的な用地取得業務のあ

り方は何かという、県と公社を含めた総合的な観点から議論すべきであって、
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ただ単に公社の整理縮小ありきで議論すべきではないと考える。そのためには、

県、公社以外の第三者を交えた組織検討委員会を早急に立ち上げ、今後の公社

のあり方を議論する必要がある」との所見を示しており、公社等経営委員会（平

成25年度廃止）の意見と同様に、総合的な観点からの議論を求めている。

さらに、「今まで長年にわたり培った公社職員の用地取得業務に関する高い

専門性、ノウハウは、県としてもできるだけ活用していく方向で検討すること

が県民益に適うものと思われる。」と言及されている。

イ 第７次沖縄県行財政改革プラン

公社はこれまでも行財政改革プランに基づいて「業務手当の廃止」及び「組

織改編」等の改革を進めてきている。

平成26年３月に策定された第７次沖縄県行財政改革プランにおいて、法人運

営の効率化が求められており、その取組項目として、短中長期計画の策定、県

の人的関与の適正化、契約内容等の公表及び公社の方向性についての検討が示

されている。

（３）土地開発公社あり方検討委員会

平成19年度包括外部監査の結果を受け、県・公社以外の第三者を交えた公社

のあり方検討委員会において、平成24年２月に「沖縄県土地開発公社の活用に

ついて」を取りまとめ、公社活用の基本方針が決定されたところであるが、概

ね５年を目途に見直しを行うこととされている。また、第７次沖縄県行財政改

革プランにおいても、公社のあり方の方向性が求められていることから、平成

28年２月に新たに、「土地開発公社あり方検討委員会」が設置され、同年６月

から検討を行ったものである。

（４）平成23年度あり方検討委員会を踏まえた見直し

ア 平成23年度あり方検討委員会の報告の概要

平成23年度の「沖縄県土地開発公社あり方検討委員会」においては、平成22

年度決算状況等を基に公社の現状と県と公社における用地業務の課題を分析す

るとともに、今後の公社のあり方について、主に以下のような提言がなされた。

（ア）職員の計画的採用

専門的ノウハウの継承や人材育成を考慮し、毎年度の退職者数に見合う職

員を計画的に採用していく必要がある。

（イ）委託事業規模の確保

公社へのあっせん等事業費は、100億円程度の委託事業の規模を確保し、

これまで同様、中・南部土木事務所管内の事業を公社へ委託することとす
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る。

（ウ）適正な用地事務費算定基準の策定

公社があっせん等事業で収支の均衡が取れるよう、事務費を検証し、必要

に応じて事務費の見直しを行うこととする。事務費の見直しに当たっては、

用地アセス等に基づく用地取得業務の難易度を考慮し、合理的かつ適正な

用地事務費算定基準の策定を図るものとする。

（エ）公社の能力評価のための新たな指標の作成

公社の活用を図るに当たり、公社の必要性について検証を行っていく必要

があるが、現行では、執行率以外の適当な指標がないため、公社の専門的

ノウハウ等の公社の能力を適正に評価するため、用地アセス等の活用を検

討して新たな指標を作成する必要がある。

イ 平成23年度あり方検討委員会の提言を踏まえた県の取組状況

前回のあり方検討委員会の提言を踏まえ、県及び公社においては、提言内容

の実施及び検討を次のとおり行っている。

（ア）職員の計画的採用

退職者がある場合には、関係機関と協議し、その数に見合う計画的な職員

の採用を図っている。

（イ）委託事業規模の確保

沖縄県土地開発公社活用調整会議において、中・南部土木事務所管内にお

ける100億円程度のあっせん等事業の確保を図っている。

（ウ）適正な用地事務費算定基準の策定

前回のあり方検討委員会後、用地事務費算定基準の見直しについては、モ

ノレール事業の受託により、収支の均衡が認められたため行っていない。

（エ）公社の能力評価のための新たな指標の作成

用地アセスは県費を充てる他なく、用地アセスを行う路線が、一部に止ま

り、まだ、指標としては活用できない状況となっている。

２ 公社の設立経緯と現状

（１）設立経緯

公社は、本土復帰とともに策定された「沖縄振興開発計画」に基づく県の施

策の円滑な遂行に必要な公共用地の取得と各種産業の育成や経済の自立的発展

の基礎となる工業団地用地の取得など、地域の秩序ある整備と県民の福祉の増

進に寄与することを目的に、昭和47年12月１日、「財団法人沖縄県開発公社」
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として設立された。

当時我が国は、高度経済成長の進展に伴う人口の都市集中化や工業化による

地域開発によって、土地利用の混乱や地価の高騰が続き、社会資本の整備に必

要な公共用地の取得は、ますます困難をきわめるばかりであった。このため、

これらの問題を解決し、公共用地等の取得に必要な財源を充実強化して、地方

公共団体において公共用地の取得が容易に促進できるよう対策が進められた。

各地方公共団体では、地方開発公社を設立し、地域の開発に必要な公共用地

等の取得が進められていたが、設立団体である地方公共団体との責任関係が明

確でないこと等、いくつかの問題点が指摘されていた。このため、これらの問

題を解決し、地方開発公社を特別法人として制度化する必要があるとして、昭

和47年９月、「公有地の拡大の推進に関する法律」（以下「公拡法」という。）

が施行された。

公社も、昭和48年８月31日、公拡法に基づく特別法人として「沖縄県土地開

発公社」に組織変更し、現在に至っている。

（２）組織体制

公社の平成28年４月１日現在の組織体制は、常勤役員である理事長、専務理

事の下に、事務局長、総務部、業務部で構成され、職員数は、プロパー（固有）

職員21名、住宅供給公社併任職員２名、住宅供給公社派遣職員３名、県派遣職

員５名（役員含む）、臨時職員等27名の計58名となっている。

（別紙１平成28年度組織図）

（３）事業実績

公社は、公拡法に規定された業務として、公有地等先行取得事業、土地造成

事業、あっせん等事業を行ってきている。

公有地等先行取得事業については、主な事業として国道58号、那覇空港自動

車道、国道330号安里交差点、那覇新都心開発、県総合運動公園、倉敷ダム、

羽地ダム、県営住宅及び県立学校、宜野湾浄化センターや国立劇場おきなわ等、

総額約1,295億円もの公有地の先行取得を行っており、平成28年度は、国道506

号（小禄道路）の委託を受けるなど、多くのプロジェクト事業の用地取得に重

要な役割を果たしてきている。

土地造成事業については、平成９年度から埋立事業として豊見城市地先開発

事業の「豊崎プロジェクト」を実施して平成13年度より分譲を開始した。平成

27年度末において、全体処分計画のうち90.2％（583億円）が売却済みとなっ

ている。



- 5 -

なお、平成31年春の開業に向けた沖縄都市モノレール延長事業については、

浦添市前田地内の公益性のある施設の移転に伴い、移転先地を確保するため、

平成26年２月に浦添市前田地内の土地を購入し、浦添市前田地内土地造成事業

として整備・売却する等、同事業を推進している。

また、地方公共団体等の委託により土地を取得するあっせん等事業について

は、主な事業として、沖縄自動車道、国道507号津嘉山バイパス、県道沖縄環

状線、県道東風平豊見城線、新都心牧志線、南風原中央線、真地久茂地線、国

際センター、県農業研究センター、新石垣空港整備事業及び沖縄都市モノレー

ル延長事業等、平成27年度末までに総額約4,275億円もの予算を執行している。

公社設立当初は、先行取得事業が公社の全事業費のおよそ80％を占めていた

が、昭和52年頃からあっせん等事業が多くなり、現在では土地造成事業以外の

ほとんどをあっせん等事業で占めている。その額は年間約80～100億円程度と、

県の用地取得予算の約２分の１にも及び、県の用地取得執行体制を大きく補完

している。

このように公社は長年培ってきた用地補償の専門的知識や用地取得のノウハ

ウを生かし、県が実施する多くの事業の用地取得をとおして、地域の秩序ある

整備と県民福祉の増進に寄与しており、本県の社会資本の整備に重要な役割を

果たしている。

（４）公社の特長

ア 用地補償業務に関する経験と専門性

用地業務は、土地の売買及び損失補償に関する幅広い専門知識（損失補償制

度、不動産評価、契約・会計制度、民法、税制、不動産登記、その他様々な事

例に関する知識）や経験等が求められる。それに加え、地権者等との対人折衝

能力、不当要求や様々な批判に耐え得る精神力等、相当に高度かつ属人的な能

力が求められ、人材育成に時間とコストを要する業務である。

３年ローテーションで人事異動のある県とは異なり、公社は個々の職員の経

験年数が平均8.5年と長く、３年未満の経験者が70％以上を占める県より、経

験と専門性の高い職員を有している。このため、困難な事案や特殊な事案等に

迅速に対処することが可能となっている。

（別紙２ 県・公社の執行力等比較）

イ 臨機応変・機動的な組織体制

公社は、公社内部の意思決定で組織・人員の再配置が可能であり、臨機応変

に機動的な組織体制をとれるという特性を有している。

このため、県では組織・人員配置の面で緊急に対応することが困難な場合で
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も、公社では、プロジェクト対応部門を設置して、県職員の派遣受け入れや公

社内部の応援態勢による機動性、公社ＯＢの活用等により人員を迅速かつ重点

的に投入し、即時に対応することが可能となっている。

ウ 迅速かつ弾力的な資金調達力

国・地方公共団体等においては、厳しい財政事情もあり、事業が予算化され

るまでに時間を要するが、公社は県の債務保証のもと、必要に応じ市中金融機

関から借入を行うことができるという、迅速かつ弾力的な資金調達力を有して

いる。

このため、公社が国・地方公共団体等の依頼に基づき、必要な公共用地を先

行取得し、後年度にその土地を依頼元である国・地方公共団体等に処分するこ

とによって、依頼元では早期の施設整備が可能となっている。

エ 顧問弁護士、顧問税理士の活用による迅速な執行

公社では、顧問弁護士や顧問税理士を積極的に活用し、困難な問題について、

専門的知見からの助言を得ることにより、迅速な執行を図っている。

例えば、重複登記に係る訴訟や債権仮差押命令申立事件では、顧問弁護士に

よる調整や調停により解決することができ、また、買取申し出証明書等の名義

人の変更申立や外国在住者の源泉徴収の取り扱いなど、顧問税理士と調整して

処理した事例も多い。

オ 県各部局、国の機関、公的団体の用地取得業務の受け皿

土木建築部以外の部局においても施設整備のため公共用地の取得が必要とな

る場合は多いが、各部局に用地取得部門を置くより用地取得の専門機関である

公社に委託して行う方が効率的である。

なお、国においては用地取得業務の一部について、補償コンサルタントを活

用する事例もあるが、沖縄県では、迅速かつ弾力的な資金調達力を有し、事業

執行率が高い公社は、今後も国や公的団体の事業について、用地取得業務を全

般的に受託する受け皿としての役割を果たすものと思料される。

（５）経営状況

公社は、平成27年度は土地取得事業として土地造成事業及びあっせん等事業

を実施し、83億3,866万円（執行率93.3％）の事業実績となっている。このう

ち、あっせん等事業については、道路用地、街路用地、河川用地、公共公益施

設用地等、都市モノレール用地の取得を行い81億1,806万円（執行率93.2％）

の事業実績となっている。

土地造成事業は、完成土地を売却し、14億9,510万円（執行率109％）の事業

実績となっている。このうち、豊見城市地先開発事業の土地売却については、
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平成18年度に分譲用地の用途変更を行ったことや交通アクセスの利便性が向上

したこと等により、住宅用地等の分譲が好調に推移しており、その結果、公社

の平成27年度決算では、12億5,532万円もの純利益を計上し、平成12年度から

黒字を継続している。（別紙３ 公社決算書）

また、造成事業の土地売却益の増により、平成19年度は長期借入金残高116億

円のうち83億円の借入金を償還した。更に平成20年４月には、土地造成事業に

係る借入金を、目標年次の３年前倒しで完済している。

これにより平成27年度末現在において、法人の健全性を判断する重要な指標

である自己資本比率は、一般的に正常とされる50％を超える98.5％、借入金は

なく、負債比率は1.5％となっており、財務健全性は優良である。

また、公拡法第18条に定められた準備金が大幅に増加し、自己資本による運

用益も見込まれ、塩漬け土地もないことから、公社の経営は全体的に健全であ

る。

（６）経営改善の努力

ア 過去の業務改善計画

平成12年に策定された公社の業務改善計画（Ｈ12～14年）においては、①適

切な事業量の確保、②経営、業務目標の明確化と認識の一致、③柔軟な組織体

制による早期執行、④事務改善による事務能率向上、⑤運営コスト縮減、⑥計

画的な人材育成の６点を中心に、78項目の実施項目を設定して経営改善に取り

組み、様々な経費削減、業務改善、合理化が図られている。

イ 業務改善計画以外の改善

「業務改善計画」以外の経営努力についても、平成14年度に係制を廃止し、

平成17年度には業務部門の縮小、平成18年度には業務手当を廃止し、平成６年

度からの職員採用の凍結を臨時職員で極力対応する等、組織の整理縮小と合理

化が図られている。

その後も継続的に経営改善に取り組み、公社事務所の建設に伴う太陽光パネ

ルの設置・蓄熱式空調システム・LED照明・再生水システム等、自然環境に配

慮した経費の縮減が行われている。

ウ 中期計画及び第２次中期計画

さらに、平成22年度から平成26年度までを計画期間とする「沖縄県土地開発

公社中期計画」に続き、平成27年度に第２次中期計画（平成27年度から平成31

年度まで）を策定し、以下の基本方針を定め、経営改善に努めている。

①臨機応変な組織の見直し（年度途中の配置換え・住宅供給公社との人事交
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流等）により、組織体制の強化を図る。

②社会資本整備・中南部の基地返還の動向を注視しつつ、新たな業務の受託

について調査・研究を行う。

③県事業の着実な受託と平準化を図り、安定的な業務量の確保に努める。ま

た、事業執行においては、早期の事業着手・用地の短期取得計画策定・進

行管理の強化・土地収用法の検討を進め、早期事業完了に努める。

④専門性向上に資する各種研修会及び関係機関への派遣・経営管理研修・職

場内研修などを実施し、専門性の向上を図る。

３ 用地取得業務のあり方の検討

（１）公社一元化

用地取得業務のあり方について、はじめに、公社への用地取得業務の一元化

の検討を行った。

その理由としては、一つに、公共事業予算の執行率の向上と繰越額の減少を

図ることが緊要な課題であることから、公社の有する専門的ノウハウを活用し、

用地取得の効率化・迅速化を図りたいというものであった。

また、二つには、公共事業量が減少していく中で、同様な業務を公社と県が

分担して行うことは、経営効率の面から果たしてどうか、むしろ公社に全て移

行することにより、県組織のスリム化が図られ、総合的観点からみると県の行

財政改革に資することになり、併せて公社としてもより専門性の高い機関とし

て組織の充実が図られるのではないかとの考えからであった。

しかし、事務費率の見直しを行わないまま公社に一元化した場合、北部、宮

古及び八重山地域においては、補償額が小さいことから委託事務費は低くなる

ことが考えられ、それに加えて、支所の設置等コストが増加することから、公

社は多額の赤字が継続して発生することは明らかである。

赤字を解消するには、県単費の充当も含めた委託事務費算定基準の抜本的な

見直しが必要である。

また、今後、宮古、八重山で公社が支所を置いてまで対応すべき事業の有無、

起業者としての県の今後の対応の問題がある。

起業者としての県の責務は、公社の活用に関わりなく果たされるべきもので

ある。そのため公社一元化を行ったとしても、県は起業者として、正当な損失

補償を公正・公平に実施しなければならないという重大な責任があり、さらに

委託事業発注者としての事業執行管理や補償内容に関する指導監督、補償基準
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の説明対応、収用裁決申請に関する業務及び過去の未買収用地の取得等様々な

役割があることから、県の用地業務ノウハウの喪失につながりかねない公社一

元化に対して懸念がある。

公社からも、公社一元化は、ピーク時の事業量に対応できる体制を構築する

必要があるが、その後の事業量減少に伴って余剰人員が発生し安定的な経営に

無理が生じるおそれがあるとの意見や、仮に５年の期間で段階的に公社一元化

を完了させるとした場合、５年間でこれまでの２倍強の事業量を執行できる体

制を構築し、高い執行率を達成できるか疑問であるとの意見もある。

このように公社一元化は、公社の赤字解消の困難性、県の用地ノウハウの喪

失、公社が余剰人員を抱え込むおそれがあること、短期的に執行率が低下する

おそれがあることの他、起業者としての県の対応の問題、公社の出先事務所設

置の問題、県派遣職員の問題、膨大な引継事務の発生等、様々な問題を包含し

ている。

（２）県一元化

次に、用地取得業務を県に一元化するという県一元化についても検討した。

県一元化では、公社の担ってきた業務量を県職員で引き受けることになるが、

沖縄県職員定数管理基本方針（平成25年度から平成28年度まで）において、部

内におけるスクラップ・アンド･ビルドで対応する方針が示されていることか

ら、他課の定数を削減した上で、用地担当職員を増員しなければならず、また

専門性や経験年数の違い等から、公社よりも多くの県職員を配置する必要もあ

り、かえって経費が増加することになりかねない。

また、公社の業務を引き継いだ当初の移行期間は、新規用地職員の経験不足

もあり、執行率が低下することが予想されること、公社の特長である機動性や

専門的職員を育成する機能が失われること、今後のプロジェクト事業や他部局

及び国直轄事業の受け皿がなくなること、あっせん等事業以外の公有地取得事

業や土地造成事業に関する契約関係、権利関係、残務処理等の引継事務が発生

する等、複雑かつ困難な問題が多く、用地取得の円滑な執行の阻害要因となる

おそれがある。

行革の視点から見た場合も、専門性を有する公社職員という人的資産を廃し

て、代わりに用地未経験の県職員を大量に配置することは、非効率的であり、

行財政改革にそぐわないものと思料される。

（３）全国の状況

土地開発公社は、都道府県においては東京都を除く46道府県、市区町村にお
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いては1,539団体において設立され、これまで地域の秩序ある整備に必要な公

有地の確保に重要な役割を果たしてきたが、近年の公共事業量の減少や地価の

下落により、公社本来の目的である先行取得の意義が薄れてきたこと、また、

いわゆる塩漬け土地による含み損と金利負担により経営状況が悪化している公

社が増加したこと等から、各団体において公社の見直しが進められている。

市区町村においては、すでに多くの公社が解散しており、道府県レベルでは

12の公社（神奈川県、熊本県、富山県、福井県、宮崎県、群馬県、山口県、香

川県、新潟県、石川県、鹿児島県、福岡県）が解散し、他に２公社（山梨県、

福島県）が解散を予定している。

一方で、公社の役割を検証した結果、公社の有する専門性の活用という観点

から、県職員で行わなければならない一部の業務を除き原則として用地取得業

務を公社へ委託している県（三重県）もある。そのメリットとしては、職員定

数の削減ができ、用地業務全体の効率化につながったことなどが挙げられてい

る。

各団体ごとに、用地取得業務体制のあり方や公社の財務状況、抱える問題等

が様々であるため、見直しの内容も、解散、整理縮小、継続活用、公社一元化

と様々であるが、全体的には34道府県（73.9％）において、公社を活用してい

る。

４ 公社の活用に関する基本方針

県の用地取得業務のあり方として、用地取得業務の公社への一元化及び県への

一元化について検討したが、いずれの場合も課題が多く、最善の方策とは言い

難い。

公共事業を着実に実施するためには、用地取得期間を短縮することが不可欠で

あり、用地取得をできる限り円滑化・迅速化することが求められている。

公社が県の補完機関として、公社の特性である用地業務に関する経験専門性

等を最大限に発揮することが、用地取得の円滑化・迅速化と事業効果の早期発

現につながることになり、結果として県民益にも適うものである。

したがって、用地取得業務については、今後も引き続き公社を活用すること

とし、全体の事業量を勘案しながら、県と公社で役割を分担するものとする。

公社の活用に当たっては、公社の特性を最大限に発揮しうる条件整備を行う

ため、以下の取り組みを進めていく必要がある。
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（１）公社活用の条件と方策

ア プロパー職員の確保による組織体制の維持

公社は、県の指導・監督を受け、平成６年度以降は、職員の退職による補充

が行われず、ピーク時に48名いたプロパー職員は現在24名と半数に減少してい

る。

また、県派遣職員はモノレール事業の応援のため３名が派遣され、役員２名

を含めると現在５名となっている。

公社が今後、県との役割分担のもと、現在と同規模以上のあっせん等事業を

執行するためには、現在の職員数が必要最小限の人員であり、専門的ノウハウ

の継承や人材育成を考慮すると毎年度の退職者数に見合う職員を計画的に採用

していく必要がある。

また、当面は、新規事業の実施により用地取得業務が増加することから、こ

れに対応できるよう退職者分の採用を前倒しするなど、事業規模に応じた人員

を確保する必要がある。

なお、公社役職員の人件費は、県からの運営費補助はなく、受託事業の事務

費と自主事業で充当しており、今後も新たな県の財政負担を伴うものではない。

イ あっせん等事業量の安定的な確保

公社は受託事業のほとんどを県からの土地の取得等の業務委託によってお

り、出来高払いによる事務費が主たる収入であるため、今後、公共事業量の減

少が見込まれる中で、引き続き公社を活用するためには、継続的に一定の収益

が確保されるよう、安定したあっせん等事業量の確保が必要である。

このため、県と公社の事業配分について一定の枠組みを設ける必要があるこ

とから、次の考え方を基本とする。

①公社へのあっせん等事業費は、公社の執行能力を最大限発揮できる規模が

必要である。

②公社へ委託する事業は、これまで同様、中・南部土木事務所管内の事業を

中心とする必要がある。。

③今後、中・南部土木事務所管内の全体事業量が減少した場合は、公社と事

業地域が重複している中・南部土木事務所の用地取得業務量を縮小する必

要がある。

（別紙４ 事業配分枠組みイメージ図）

（２）公社活用のメリット

ア 行財政改革への効果
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今後、全体事業量の減少に伴い、公社に一定の事業量を委託することにより

県の業務量が減少することから、それに対応して県職員の人員削減が可能とな

り、また公社の職員数を現行以上に増やすこともないため、県と公社のトータ

ルで見ても、必要人員数がより少なく済むことになり、県の行革にも資するこ

とになる。

イ 県民益としての執行率向上

今後も公社を活用していくことで、公社の特長である専門性や経験、臨機応

変で機動的な組織体制、迅速かつ弾力的な資金調達力、顧問弁護士の活用等を

生かし、迅速な用地取得を行うことができる。

そうすれば、公社が担う事業の割合が増えることにより、公共事業の執行率

も向上することから、事業効果の早期発現や工事の早期発注の促進といった県

民益に適うものと言える。

（３）公社活用に向けた今後の取り組み

ア 事業量の把握と調整

用地取得を伴う事業は、ほとんど国庫補助事業であり、その事業計画は、国

の事業採択や予算の動向に左右されるため、中長期の事業量の見通しは困難で

あるが、事業量の減少に合わせて県の組織のスリム化を行うためにも、事業量

の推移を把握する必要がある。

また、公社が、今後も一定の事業量を確保するためには、個々の事業におけ

る年度ごとの事業費の増減を総合的に考慮して、業務量の配分が行われる必要

がある。

そのため、平成21年度に土木建築部内に設置した土地開発公社活用調整会議

において、公社への委託事業の調整を行う必要がある。

イ 委託対象事業の基本的考え方

県は、公社を有効に活用するという観点から、平成22年３月に「沖縄県土木

建築部公共用地取得業務に係る沖縄県土地開発公社委託基準」及び「沖縄県土

木建築部公共用地取得業務に係る沖縄県土地開発公社委託基準運用方針」を制

定し、委託基準の明文化を図った。

当該委託基準においては、委託することができる事業は、次のいずれか１つ

以上に該当する事業としている。

①県の重要事業

②緊急を要する事業

③用地取得期間が長期にわたる事業

④用地取得の難航が予想され特に高度な用地補償に関する専門知識・技術を
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求められる事業

⑤面的広がりのある事業

⑥先行取得を要する事業

⑦その他、沖縄県土木建築部長が特に公共用地の取得の推進を図る必要があ

ると認めた事業

今後も当該基準に基づき委託を行っていく必要がある。

（別紙５ 県と公社の役割分担イメージ図）

ウ あっせん等事業の収支について

公社の決算では、あっせん等事業はわずかに、収入が支出を上回っているが、

あっせん等事業の収支改善は課題のひとつとなっている。

そこで、あっせん等事業に係る収入と支出の状況について検討を行ったとこ

ろ、公社の事業経費については、県とほとんど変わらず、公社の経費が特段に

高いということはなかった。

（別紙６ 県、公社経費比較表）

県は、設立団体として、公社があっせん等事業で収支の均衡が取れるよう公

社に指導を行うとともに、委託元としても、事務費を検証し、必要に応じて事

務費の見直しを行う必要がある。

事務費の見直しに当たっては、現在、公社の収支の均衡は保たれているが、

豊崎の土地造成事業の完了に伴い、公社における収支の均衡が崩れることが予

想される。

今後、収支の均衡に注視しつつ、用地アセス等に基づく難易度を考慮する等、

国や他県の状況を参考に用地事務費算定基準の策定に向けて取り組んでいく必

要がある。

エ 公社の中期計画の実施

公社は、健全経営を保ちながら組織を運営していくため、平成27年８月に平

成27年度から平成31年度までを計画期間とする「第２次沖縄県土地開発公社中

期計画」を策定し、経営改善に取り組んでいる。

今後、公社はこの計画を着実に実施し、県は実施について指導していく必要

がある。

オ 公社の活用のための指標作り

今後も、公社の活用を図るに当たり、公社の必要性について検証を行ってい

く必要がある。

執行率以外の指標として、用地アセス等の活用を検討しつつ、経験年数、取

得筆数及び契約件数等の新たな指標の作成に向けて取り組んでいく必要があ
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る。

カ 公社の用地取得の専門的ノウハウの活用

公社の有する用地取得の専門的ノウハウを、県の用地取得業務にも活用する

仕組み作りが必要であることから、公社による研修会の開催、土木事務所等の

職場研修への講師派遣、公社の用地補償事例のデータベース化等を実施し、ノ

ウハウの伝達と共有化を図る。

（４）状況の変化に応じたあり方の見直し

一括交付金の動向、沖縄総合事務局から県への権限委譲の動向、大規模な米

軍基地返還等、今後の社会経済情勢の変化によっては、補助事業のあり方や公

共事業量の推移、県の用地職員の人員構成等、前提条件が大きく変動する可能

性も排除できない。

したがって、今後も事業量や組織のあり方に関連する事項の動向を注視しな

がら、概ね５年を目安に公社のあり方について見直しを行う必要があるものと

考える。
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2
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デ
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○
前
提
条
件

・
同
列
で
比
較
す
る
た
め
、
公
社
は
用
地
取
得
に
関
わ
る
職
員
を
カ
ウ
ン
ト
し
た
。
（
再
任
用
職
員
を
含
ま
な
い
）

・
県
と
公
社
で
は
、
執
行
す
る
路
線
や
事
業
等
に
差
が
あ
る
た
め
、
　
同
一
条
件
で
の
比
較
に
は
な
っ
て
い
な
い
。

○
分
析

・
公
社
の
方
は
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均
経
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年
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が
長
い
。

・
５
事
務
所
の
事
業
地
域
は
、
土
地
の
取
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価
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す
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公
社
と
比
較
し
て
執
行
額
が
低
く
な
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。
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人
あ
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の
取
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前
回
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あ
り
方
検
討
時
に
は
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が
多
か
っ
た
）

※
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１1
0
.8 １

土
地
開
発
公
社
は
一
定
事
業
量
を
維
持
す
る
。

全
体
の
事
業
量
減
に
あ
わ
せ
、
中
、
南
部
土
木
事
務
所
で
執
行
す
る
事
業
量
を
減
少
す
る
。

全
体
事
業
量
の
減
少
傾
向

公 社南 部中 部北 部八 ・ 宮

全
体
事
業
量
が
減
少
す
る
と
県
：
公
社
＝
0
.8
：１
に

近
づ
く
。
公
社
の
活
用
比
率
ア
ッ
プ

県
：
公
社
＝
1
：
1

事
業
配
分
枠
組
み
イ
メ
ー
ジ
図
（
注
：
減
少
率
は
仮
の
数
値
で
す
）
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県と公社の役割分担イメージ

特殊事情性が
高い
重要度

緊急度
困難度
事業規模等

収支のバランスが取れる

収支のバランスが取れない

特殊事情性
が低い

主に県が直接執行す
る範囲

主に公社へ委託
する範囲
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